
生駒市要保護及び準要保護児童生徒就学援助費支給要綱  
（趣旨） 

第１条 この要綱は、義務教育の円滑な実施に資するため、教育基本法（平成１８年法律第

１２０号）第４条第３項並びに学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１９条の規定に

より経済的理由によって就学が困難と認められる児童生徒の保護者に対し、予算の範囲内

において就学援助費を支給することに関し必要な事項を定めるものとする。  
（支給対象者及び支給対象経費） 

第２条 就学援助費の支給の対象となる者（以下「支給対象者」という。）は、次の各号の

いずれかに該当する児童生徒とする。 
(1) 市内に住所を有し、かつ、生駒市立の小学校又は中学校（以下「生駒市立学校」と

いう。）に在学する児童生徒で別表第１に掲げるもの 

(2)  市内に住所を有し、かつ、他の地方公共団体の設置する小学校又は中学校に在学す

る児童生徒で別表第１に掲げるもの 

(3) 他の市町村に住所を有し、かつ、生駒市立学校に在学する児童生徒で別表第１に掲

げるもののうち、当該他の市町村と協議の上、就学援助費の支給が必要と認められるも

の 

２ 就学援助費の支給の対象となる経費は、次のとおりとする。  
(1) 前項第１号及び前項第２号に掲げる支給対象者については、別表第２に掲げる経費  
(2) 前項第３号に掲げる支給対象者については、別表第２に掲げる経費のうち、当該他

の市町村と協議の上、必要と認められるもの  
（支給額） 

第３条 就学援助費の支給額は、次の各号に掲げる経費の区分に応じ、当該各号に定める額

とする。 
(1) 次号に掲げる経費以外の経費 市長が別に定める額  
(2) 学校給食費及び医療費 当該経費の全額  

２ 前項の規定にかかわらず、就学援助費は、他から補助が受けられる経費及び生活保護と

重複して支給しない。 
（受給申請） 

第４条 就学援助費の支給を受けようとする者は、次に掲げる書類を添えて就学援助費受給

申請書（様式第１号）を、市長が別に定める当初申請期間内又は追加申請期間内に市長に

提出しなければならない。 
(1) 当該年度の市町村民税の課税証明書又は非課税証明書（ただし、本市の公簿等によ

り確認できるときは、添付を必要としない。） 
(2) その他市長が必要と認める書類 
（支給の認定） 

第５条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、就学援助費の

支給の認定の可否を決定し、その旨を申請者及び当該児童生徒の在学する学校の学校長に

通知するものとする。 



２ 市長は、前項の規定による審査の必要に応じ、学校長、民生委員、福祉事務所長等に意

見を求めることができるものとする。 

（支給期間） 

第６条 前条第１項の規定による就学援助費の支給の認定を受けた者に対して就学援助費

の支給を開始する日は、別表第３のとおりとし、当該年度の末日をもって支給を終了する

ものとする。ただし、第８条の規定による支給の停止決定を受けた者は、当該停止決定を

受けた日の属する月の翌月（その日が月の初日に当るときは、その月）から給付を行わな

いものとする。 
（支給方法） 

第７条 市長は、就学援助費を原則として９月、１月及び３月の年３回に分けて当該児童生

徒の保護者に支給するものとする。ただし、医療費に係る就学援助費の支給については、

医療機関等からの請求により当該医療機関等に対して行うものとする。 
（支給の停止） 

第８条 市長は、支給期間の途中において、就学援助費を受給している児童生徒又はその保

護者が次の各号のいずれかに該当したときは、就学援助費の支給を停止するものとする。 
(1) 児童生徒が支給対象者でなくなったとき。 
(2) 児童生徒の保護者が就学援助費の受給を辞退したとき。  
(3) 児童生徒が死亡したとき。 
(4) 虚偽の申請その他不正の手段により就学援助費の給付を受けていることが判明した

とき。 
(5) その他市長が支給の停止を必要と認めるとき。  

２ 市長は、前項第４号に規定するときにあっては、既に給付を受けた就学援助費の全部又

は一部の返還を命ずることができる。 
３ 就学援助費の支給を停止したときは、関係者に通知するものとする。  

（報告事項） 
第９条 学校長は、児童生徒が年度の途中において、転出、死亡等により支給を必要としな

くなったときは、速やかに市長へ報告するものとする。  
（施行の細則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

（委任） 
第１１条 この要綱において市長が行うこととなる事務は、教育委員会に委任するものとす

る。 

附 則 
この要綱は、平成１７年９月１５日から施行し、同年４月１日から適用する。  

附 則 
この要綱は、平成２１年７月１日から施行し、同年４月１日から適用する。  

附 則 
(施行期日)  



１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

(経過措置)  

２ この要綱の施行の日の前日において、改正前の生駒市要保護及び準要保護児童生徒就

学援助費支給要綱第５条の規定による就学援助費の支給の認定を受けていた児童生徒

に係る就学援助費については、当該児童生徒が当該認定に係る小学校又は中学校に在学

している間は、改正後の生駒市要保護及び準要保護児童生徒就学援助費支給要綱第２条

の規定にかかわらず、なお従前の例による。 



別表第１（第２条関係）  

 要保護者     生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定する 
 者 

 準要保護者  (1) 要保護者に準ずる程度に生活が困窮している者で、次のいずれか 
  に該当する児童生徒 
  ア 前年度又は当該年度において生活保護法に基づく保護の停止又 
   は廃止を受けた世帯に属する児童生徒  
   イ 当該年度の市町村民税の所得割課税額（世帯のうちに収入のあ 
   る者が２人以上いる場合は、それらの者の額を合算する。）が市 
   長の定める額以下である世帯に属する児童生徒  
 (2) 前号に掲げるもののほか、学校長又は民生児童委員が特に援助す 
  る必要があると認める状態にある児童生徒で市長が認めるもの  

 
 
別表第２（第２条関係)  

  区  分  内     容  

 学校給食費   給食費 

 学用品費 
 通学用品費 

  各教科及び特別活動の学習に必要とされる学用品（実験、実  
 習材料等を含む。）のうち、児童生徒が所持することとなるも  
 のの購入費 

 新入学児童生徒学 
 用品費 

  新入学の児童生徒が通常必要とする学用品及び通学用品の購  
 入費 

 体育実技用具費   児童生徒が体育の授業において必要とする体育実技用具のう  
 ち、当該授業を受ける児童生徒が用意することとされているも  
 のの購入費 

 校外活動費（宿泊 
 を伴わないもの） 

  児童生徒が宿泊を伴わない校外活動に参加するために直接必  
 要とする交通費及び見学料 

 校外活動費（宿泊 
 を伴うもの） 

  児童生徒が宿泊を伴う校外活動に参加するために直接必要と  
 する交通費及び見学料。ただし、支給の対象となる校外活動は、 
 １年度につき１回限りとする。 

 修学旅行費   児童生徒が修学旅行に参加するために直接必要とする経費  
 で、交通費、宿泊費、見学料及び均一に負担すべきこととなる  
 その他の経費（記念写真代、医薬品代、しおり代、旅行傷害保  
 険料、添乗員経費、荷物輸送料、通信費、旅行取扱料金等）  

 医療費 児童生徒が学校保健安全法施行令（昭和３３年政令第１７４

号）第８条に規定する疾病にかかり、その疾病の治療のための

医療に要する経費（社会保険等に加入している場合は、被保険

者として社会保険等の給付を受ける額を控除した額）  
  



  通学費   児童生徒が最も経済的な通常の経路及び方法により通学する  
 場合の交通費（片道の通学距離が、児童にあっては４キロメー  
 トル以上、生徒にあっては６キロメートル以上である者につい  
 て、当該児童生徒が通学に利用する交通機関の旅客運賃に限  
 る。） 

 

 
備考 「校外活動」とは、学校外に教育の場を求めて行われる学校行事としての活動（修

学旅行を除く。）をいう。 
 
別表第３（第６条関係）  

 区  分   支 給 を 開 始 す る 日 

 当初申請期間内に受給の申請 
 があった場合 

  当該年度の４月１日 

 追加申請期間内に受給の申請 
 があった場合 

 (1) その月の初日から１５日までに受給の申請 
 があった場合は、その月の初日 
 (2) その月の１６日から末日までに受給の申請 
 があった場合は、その月の翌月の初日 

 


